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研究成果の概要（和文）： 
 兵庫県内の40歳以上3000名に対して介護と地域社会に関するアンケート調査を実施し、
その結果の分析を通じて、地域コミュニティを基盤にしたさまざまなシステムが、施設介
護の利用意向を低めることなどを通じて、介護保険を補完する可能性があることを明らか
にした。そして、どのようなシステムがそのような「介護保険補完システム」としての可
能性があるかどうかを、理論的に考察するとともに、具体的事例やさまざまなデータから
実証的に検討を加えた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 We carried out a questionnaire survey about long-term care and community for 3000 
people aged 40 and over in Hyogo prefecture. According to the analysis, some 
community-based systems may have subsidiary effects on the long-term care insurance 
system, for instance, by softening an inclination to using the institutional care. And we 
studied theoretically and empirically by analyzing some particular cases and 
secondary datum, about what system can work as “the subsidiary system of the 
long-term care insurance”.  
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１．研究開始当初の背景 

少子高齢・人口減少社会は、さまざまな問
題を投げかけるが、その最大の課題のひとつ
に、持続可能な介護保障体制の確立がある。
わが国はそれに対して介護保険制度を導入
し、従来の措置から契約へと介護の方式を転
換した。しかし、制度導入以後、サービス利

用者および財政はかなりの拡大を見せてお
り、今後さらに要介護高齢者が増大する中で
財政危機に陥る可能性は高い。要介護高齢者
の介護保障を、現行の介護保険制度のみによ
って行うには限界があり、介護保険外の地域
社会のさまざまな取り組みを通じて、つまり
は、より広い意味での「地域力」の向上を通
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じて、介護保険制度を補完する必要がある。
本研究は、新たに「介護保険補完システム」
概念を提起し、それを軸に持続可能な介護保
障体制のあり方を明らかにすることを目指
して研究が計画された。 
 
２．研究の目的 

本研究では、介護保険の持続可能性に資す
る地域のさまざまなシステムを「介護保険補
完システム」と定義し、それについて理論的
ならびに実証的にアプローチしながらその
可能性と展開のあり方について明らかにし、
それと合わせた上でより総合的に「持続可能
な介護保障体制」を構想することが目指され
る。具体的には、「介護保険補完システム」
概念の明確化と理論的検討、およびそれを通
じた介護保障体制についての原理的考察、
「介護保険補完システム」概念を導入した地
域社会諸システムの再構成と、当該システム
の機能と役割についての分析、介護保険補完
システムを組み込んだ介護保障体制の可能
性についての実証的検討、を行い、これらを
通じて持続可能な介護保障体制のあり方に
ついて政策的含意を導出することを目的と
する。 

 
３．研究の方法 
研究を具体的に進めるにあたっては総合

的な研究展開が必要とされるため、研究代表
者と若手研究者とから構成される研究組織
を構成する。研修組織は、理論研究、アンケ
ート調査、実証・個別システム研究の 3つの
アプローチを取り、それぞれの研究成果を統
合することで「介護保険補完システム」を総
合的に考察する。理論研究では、「介護保険
補完システム」概念を定義し、その概念の内
容と範囲を明確化する作業を行う。とともに、
現実の介護保険制度の類型化等を通じて、介
護保険の持続可能性について理論的に考察
を加える。 
アンケート調査では、介護保険被保険者を

対象にして、介護保険に対する意識や利用状
況等に加えて、地域社会の状況や地域の活動
状況を加えた従来にないアンケート調査を
実施することで、研究の基礎資料とする。 

実証・個別システム研究では、「介護保険
補完システム」の観点から具体的システムを
抽出し、その役割と機能について実証的に研
究する。また、アンケート調査のデータやそ
のたの 2次データ等の分析を通じて、諸シス
テムの介護保険に対する補完関係を実証的
に示すことが目指される。 
 
４．研究成果 
（１）「地域社会と介護に関するアンケート」
を実施した。調査は、住民基本台帳より層化
二段階無作為抽出された兵庫県内の男女

3000名を対象に、郵送調査法による質問紙調
査として実施された。有効回収率は 51.5％で
あり、近年の関連調査としても比較的高い回
収率を得られ、質の高いデータが得られたと
いえる。また、本調査は地域社会における諸
活動や諸システムと介護保険制度との間の
補完的な関係を記述・実証するための基礎デ
ータとして実施された。 
従来、介護および地域活動等に関する個別

の調査は実施されてきたが、両者を明示的に
問題設定した単一の調査はほとんど実施さ
れておらず、その意味で貴重なデータが得ら
れた。本研究グループによっていかに見られ
るような分析結果が得られているが、引き続
き本データを利用した研究が展開されるこ
とで、さらに多くの成果につながると考えら
れる。また調査結果について、基本的調査結
果をまとめた報告書をとりまとめ、成果の社
会への還元をはかった。また、本調査結果は、
兵庫県の第 4期介護保険事業計画策定の委員
会へと参考資料として提供され、活用された。
この点もより直接的な社会への還元となり、
大きな成果といえる。 
（２）アンケート調査の結果について、属性
別に分析を行った結果、①自分自身の介護意
向については男性・年代が高いほど在宅志向
が強い、②在宅介護の中でも男性、より高齢
世代では家族中心、女性、より若い世代では
通所中心の意向が強い、③施設介護の選択理
由では、女性では「迷惑をかけたくない」が
多く、また年代が高くなるほど「家族ができ
ない」が多くなる、④近所づきあいの程度が
高いほど、自分の介護・家族の介護ともに在
宅志向が強い、⑤介護のための住まいのゆと
りがあるほど、自分自身・家族ともに在宅志
向が強くなる、⑥家族の介護については、介
護経験があるほど施設志向が強くなる、⑦介
護保険に関する意向では、男性、より若い世
代、所得階級がより高い、要介護状態にない
ほうが「保険料が高くなってもより高いサー
ビス」をより希望している、⑧男性、若い世
代のほうが、介護保険制度ならびに関連施策
についての情報を持っていない、といったこ
とが明らかになった。 
 以上の成果は、従来の介護関連調査では含
まれていない調査項目が多く含まれており、
今後の調査実施上も示唆を与えるとともに、
調査結果は、とりわけ、性別や年代といった
促成のみならず、介護経験や地域との関係な
ど、様々な要因が影響を及ぼす可能性を明ら
かにした点で、持続可能な制度を考察する上
でも意義ある成果が得られた。 
（３）介護保険補完システムについての基本
類型の整理を試みた。個別システム研究の成
果から、現実の諸システムの持つ効果の多様
性に鑑み、個別システムの類別の作業は断念
し、補完関係の理論的類型化を通じて、個別



システムの機能と役割の理解に視する基本
類型の作成に取り組んだ。 

その際、介護保険制度とシステムとの「関
係」をメルクマールに採用し、介護保険内で
も提供可能なサービスを保険外で提供する
「代替関係」、介護保障に資するが保険内で
は提供されないサービスを保険外で提供す
る「補充関係」、介護予防や健康増進に資す
ることで、介護保険サービスへの需要を抑制
する「予防的関係」、制度の運営状況に対し
て住民の意思を反映させ、もって制度の受容
を促進する「統御的関係」の 4 つに整理し、
一般化を試みた。これらは個別の補完システ
ムの機能の 4側面として応用可能であり、政
策提言と個別システム分析に重要な視点を
提供しうる成果が得られた。 
（４）各地域で多様に展開されている高齢者
見守りシステムに焦点を当て、理論的整理を
行った。その際、システムの基本要素として、
見守りの対象、見まもりの機能、手段類型に
ついて整理を試みた。とりわけ、手段類型に
おいては、見守りが主な手段となる「直接的
手段」と本来は別の役割を持つが見守りにも
活用可能な「間接的手段」に分け、さらに、
「直接的手段」のうち、見守り活動者の側か
ら対象者にアプローチして情報を得ようと
する「能動的見守り」と、対象者の側による
主体的な行為を活用し、それを通じて必要な
情報を得る「受動的見守り」を区別した。ま
た、「間接的手段」では、公的サービスや民
間事業など対象者と接触をもつ手段を活用
する「二次的見守り」と、家族や地域などの
インフォーマルなネットワークによる「日常
的見守り」に分けた。 

以上は、具体的手段展開を出発点としてお
り、4 類型の中に様々な手段が整理可能であ
る。こうした理論的整理をふまえつつ、現実
の見守りシステムを検討することを通じて、
安否確認、孤独死防止し、専門的支援へのつ
なぎ、虐待防止、本人家族の安心感、介護保
険補完システムなどのシステムが取り組む
代表的な課題を抽出した。こうした見守りシ
ステムの類型化の試みは従来なされておら
ず、今後の研究展開の起点となる成果となり
得る点で研究上の意義は大きいと考えられ
る。 
（５）「介護保険補完システム」としての可
能性を検討するために、兵庫県の市町別デー
タを利用して、地域の基本データおよび介護
保険補完システムとして機能しうると考え
られる地域の民生委員活動関連データと、各
市町の要介護認定率等のデータとの相関分
析を行った。その結果、高齢者のみ世帯人口
率と軽度認定率との間に正の相関があるこ
とが確認されたが、この点は、高齢者のみで
の世帯であるという高齢者の不安が、要介護
認定へと向かわせるという可能性を示すも

のと解釈可能である。さらに、独居高齢者一
人当たりの民生委員数・民生委員訪問回数と
要支援認定率との間では負の相関があるこ
とが確認された。 
この点は、高齢者に対してより積極的な

（民生委員による）見守り活動を展開してい
る方が、要支援の認定率を引き下げる可能性
があることを示している。このことは、先の
結果とあわせてみるならば、独居高齢者の不
安感が、見守り活動を通じて軽減され、より
軽い程度における要介護認定を抑制する方
向に作用するという関連があることが示唆
された。 
これらの結果から、見守りシステムが、要

介護認定引き下げを通じて介護保険を補完
する可能性の一端を示すことができた。この
点は実証的な形で補完関係を示すことがで
きた点で、意義の大きな成果が得られたと考
える。 
（６）兵庫県内において展開されている見守
り活動先進事例の検討を通じて、今後の介護
保険補完システムとしての高齢者見守りシ
ステムの構築の際に重要な施策の方向性に
ついて提言を行った。 

まず、「見守り」システムというのは、場
合によっては「監視」的側面を持つため、個
人情報保護の問題に抵触する可能性が比較
的高く、それゆえ、まさに外部から個人情報
にアプローチすることになる「能動的手段」
よりも、対象者の側からの情報の発信を利用
する「受動的手段」の活用が重要となること、
システム事例を分析すると、情報収集システ
ムと分析・対応システムに区別可能であり、
両システム構築の必要性と、そのために情報
伝達網の構築、公民連携と役割分担の明確化
が必要なこと、見守り拠点形成の重要性、地
域住民の主体性と地域資源の活用の重要性
などを指摘し、介護保険補完システム構築上
重要な政策的含意を示すことができた。 
（７）本科研で実施したアンケート調査デー
タを利用して、介護保険補完システムの可能
性のあるさまざまな地域活動と介護保険の
補完関係について検討した。 
地域活動では、「町内会・自治会」「婦人会」

「まちづくり協議会」「老人クラブ」「社会福
祉協議会」「民生委員」「高齢者の声かけ・訪
問」「給食会・配食サービス」「ふれあい・い
きいきサロン」について、それぞれの活動が
「盛ん・ふつう」「盛んでない」「わからない」
の三つに統合した結果を用いた。さらに「統
御的関係」のより明確な変数として「自治体
の福祉積極性」を「積極的」「ふつう」「消極
的」の 3段階のデータで利用した。 

従属変数には、在宅介護か施設介護かに関
する将来の介護志向について、自分自身およ
び家族に関する意向のデータを利用し、両者
をクロス分析した。 



全サンプル分析では、「自分自身の介護」
における「婦人会」を除いて、すべての活動
で介護意向との有意な関連が見られ、諸活動
が盛んでないほど施設介護の意向が高くな
るという傾向が見られるとともに、とりわけ
「自治体の福祉積極性」では「積極的」なほ
ど在宅介護志向が高くなる結果が得られた。 
以上をさらに、第 1号被保険者と第 2号被

保険者に分けて年代別に分析を行うと、自分
自身・家族のいずれにおいても第 1号被保険
者世代ではあまり有意な関連は見られず、自
分自身の場合の「老人クラブ」「高齢者への
声かけ訪問」と、「家族」における「自治体
福祉の積極性」のみが有意だった。他方、第
2 号被保険者世代では、自分自身・家族とも
に多くの活動で有意となり、とりわけ、「町
内会・自治会」や「老人クラブ」などの地域
組織や、「高齢者への声かけ・訪問」等の見
守り活動でよりはっきりとした関連が見ら
れた。また「自治体の福祉への積極性」は、
積極的なほど在宅志向が強くなる明確な傾
向が見られた。 

以上の結果から、様々な地域組織や活動が、
施設志向を引き下げるという形で、介護保険
を補が在宅志向と有意に関連があることが
明らかになった。これらの成果から、地域活
動の活性化が、施設介護志向を抑制し、もっ
て介護保険を補完する可能性が示されると
ともに、とりわけ、地域組織の活動が重要な
意味を持つ点や、高齢者見守りシステムの効
果が高齢者のみならずより若い世代に対し
ても重要な意味を持ちうる点なども明らか
になった。さらに、自治体の福祉への積極性
は、福祉水準に対する住民意向の反映度と解
釈することが可能であり、統御的関係の観点
からも補完システムの可能性が示されたと
いえる。以上の結果から、住民の意向に集約
するための取り組みや、保険者による地域施
策と介護施策とのリンクの重要性など、補完
システム構築に関する政策的含意が得られ
た。 

以上の成果は、地域諸活動の介護保険補完
システムとしての効果の実証的な成果と位
置付けられるが、この点は従来の研究では示
せていない貴重な成果であり、研究展開上も
重要な位置を占めうると考えられる。 
（7）兵庫県における保険者別データをもち
いて、介護保険の類型化を行った。各保険者
の高齢化状況等の地域基本データ、要介護者
による介護保険の利用状況、要介護認定状況
についてのデータを利用して、階層的クラス
ター分析を行った。その結果、兵庫県内の保
険者から 8つのクラスターが抽出された。ク
ラスター結果を、ＧＩＳを利用して地理的分
布を見ると、それぞれのクラスター集合ごと
に地理的なまとまりがみられるとともに、さ
らに隣接関係にあるクラスターにおいても、

一定の地理的なまとまりがあることがわか
った。これにより、介護保険の展開に対して、
何らかの地理的要因が作用している可能性
があるということが明らかになった。 
また、クラスター別の特徴を詳細に検討す

ると、一人あたり介護費用の高いクラスター
であっても、サービス利用状況等には多様性
があるなど、費用の決定要因には各地域ごと
の特殊要因が働いている可能性があること
が明らかになった。この点は、全サンプルの
一般的な傾向を分析する回帰分析等の手法
では詳細に把握できない論点であり、そうし
た研究展開上も重要な留保を示す点で、貴重
な成果となったといえる。 
 
図 兵庫県における介護保険クラスター 

 
 

（８）三田市で 2006 年に実施した要介護高
齢者対象の調査データで行ったコンジョイ
ント分析のモデルを改良し、家族介護の金銭
的評価を測定した。日本の高齢者介護保険サ
ービスにおいて，観察の困難な介護者の負担
に対する選好構造はほとんど分析されてい
ないが、家族介護も含めて制度を構築するこ
とが求められているため、選択型実験によっ
て家族の負担を明示的にケアプランに導入
して、その選好構造をランダムパラメータロ
ジットモデル（RPL）で分析した。 

その結果、介護者にとって，訪問介護回数
とディサービス利用回数の増加は肯定的に，
家族介護時間と自己負担額の増加は否定的
にとらえられることが確認された。また，そ



れらの中で家族介護時間に対する限界効用
の分散が最も小さかったために、どの回答者
も一様にインフォーマルな介護は家族の負
担が大きいと考えていることが示唆された。
分析の結果、介護者は統一的な見解として家
族がインフォーマルケアを強いられた際に、
当然その介護負担が相当量発生すると捉え
ていることが示唆された。 

また、結果から推計すると、家族介護の負
担にたいして、家族介護者は1時間あたり641
円と金銭的に評価していることが明らかと
なった。この点は、我が国における家族介護
に対する現金給付制度の導入の際に、給付水
準を考える上で重要な指針となり、その意味
でもきわめて貴重な成果が得られたと考え
る。 
 (９) ドイツにおける基礎保障制度の現状
と課題を明らかにした。ドイツでは、強力な
ワークフェアを組み込んだ「求職者のための
基礎保障制度」が導入されるとともに、それ
と連携した形で社会扶助制度が改革された
が、その枠組みの中で、「高齢時および稼得
減退の際の基礎保障制度」や「障害者のため
の統合扶助」などにおいて、要介護者に対す
るさまざまな支援が提供されるとともに、介
護保険との制度的関係も整備されているこ
とがわかった。こうしたドイツの制度研究を
通じて、介護保険と他の社会保障制度との補
完関係についての検討の必要性が示された。
我が国においては医療制度と介護保険制度
との間の関連については多くの研究が展開
されているが、公的扶助や地域福祉など、医
療以外の諸制度と介護保険との補完関係に
ついてさらなる研究が不可欠であり、そうし
た介護保険補完システムの可能性に対する
さらに広い観点からの検討を通じて、持続可
能な介護保障システムの構想に大きな示唆
が与えられうるのであり、さらなる研究展開
が望まれるといえる。 
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